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インド地方都市における ICT サービス産業開発と立地企業の特性
―ウッタラーカンド州都デヘラードゥーンの経験―

鍬塚賢太郎 *

要旨：「サービス輸出」を基調として成長してきたインド情報通信技術産業（以下，ICTサービス産業）については，
その大都市圏への集積が注目されてきた。しかし，既存集積地での立地にかかわる費用増大と相まって，当該産業
は地方都市を新たな立地点とした成長も模索しはじめている。また，大都市圏を持たないインド各州では，州政府
が当該産業誘致を梃子に産業開発を試みるようになってきた。そのため，ICTサービス産業立地が起動させる空間
的ダイナミズムを理解するためには，インド国外とインド大都市圏との関係だけでなく，非大都市圏をも包含した
議論が必要となってきた。しかしながら，非大都市圏にあるインド地方都市への ICTサービス産業立地について，
その特徴を論じるための具体的な材料は乏しい。そこで本研究では，北インドに位置するウッタラーカンド州都デ
ヘラードゥーンにおける ICTサービス産業立地の現状を明らかにする。
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Ⅰ．はじめに
　本稿では北インドのウッタラーカンド州（以下，
UK州）の州都デヘラードゥーン1）に立地する ICTサー
ビス産業について，次の 2点を明らかにする。第一は
UK州政府による ICT産業振興策および企業誘致への
取り組みについてであり，第二は当該都市に立地した
ICTサービス企業の特徴についてである。これらを通
じて大都市から地方への分散立地を模索し始めたイン
ド ICTサービス産業の新たな動向について検討を加
える2）。
　インドの情報通信技術産業は，ソフトウェア開発や
システム保守，さらに電話を用いた顧客対応などの
コールセンター業務，会計処理やデータ入力などの
バックオフィス業務といった ICTサービスをアメリ
カ合衆国などの先進国に「輸出」することで成長を遂
げてきた3）。これは，先進国企業が企業組織内に抱え
ていた業務をインドへ外部化（アウトソーシング）し
たり国外移転（オフショアリング）したりした結果で
もある（UNCTAD，2004）。
　こうした構図の下に，もっぱら英語圏の先進国企業
は「フラット化する世界」を手に入れる一方で，イン
ド ICTサービス産業の地理的な実態をみると，それ
らはデリー首都地域（National Capital Region），バン
ガロール，ハイデラバード，チェンナイ，ムンバイな
どの大都市にもっぱら集積する（鍬塚，2005）。当該

産業は十分な帯域幅を持つ情報通信インフラを利用し
たり「優秀な人材」を獲得したりするために，インド国
内では大都市に立地する必要があったからであり，また
累積的な企業立地の進展が外部経済を生み出しインド
大都市の魅力を高めてきたからである（鍬塚，2010）。
　ただし，大都市に注目するだけではインド ICTサー
ビス産業の全体像だけでなく，その集積が都市・地域
に及ぼす社会経済的なインパクトの理解を限定的なも
のとしてしまう。というのも，インド大都市に立地す
る ICTサービス企業は立地にかかわる費用の安価な
インド国内の地方都市へも展開しているからである。
そして，これは当該企業を取り巻く次のような環境変
化と関係している。まずスリランカやフィリピンなど
の非 OECD諸国からもインドと同様に ICTサービス
が先進国へと「輸出」されるようになった（Nusry, 
2009；ジェトロ・マニラセンター，2006）。そのため，
こうした新興の国々とインドとの間にはサービスの価
格という側面において競争的な関係が生まれる。加え
て既存集積地への累積的な企業立地と事業拡大は，イ
ンド大都市で「優秀な人材」を獲得するための費用や
不動産価格の上昇といった外部不経済をもたらす。イ
ンド ICTサービス産業は先進国に対するサービス価
格の安さのみでは競争優位を維持できなくなってきた
のである。
　こうした競争環境の変化に対応するために，インド

*龍谷大学経営学部

広島大学現代インド研究 ― 空間と社会　Vol.2: 89-102, 2012
Journal of Contemporary India Studies: Space and Society, Hiroshima University

研究ノート Research Note



広島大学現代インド研究 ― 空間と社会

－ 90 －

大都市に立地する ICTサービス産業はアップグレー
ドを通じて収益増大や付加価値増大を図るか，もしく
は費用節減を求め，より安価に操業できる場所で事業
を展開する必要がある。もともとアウトソーシングさ
れた業務を先進国よりも安価に請け負うことで成長し
てきた ICTサービス企業は，コスト優位に敏感である。
インド大都市に集積しそこを拠点にサービスを「輸出」
することで成長を遂げてきた ICTサービス産業が，
インド地方都市へと展開せざるを得ない理由がここに
ある。国際的な格差という構図のもとに成長を遂げた
インド ICTサービス産業は，既に存在するインド国
内の地域格差を利用することで，更なる成長を新たな
競争環境のもとで追求していると考えられる4）。
　ただし，インド ICTサービス産業についてはもっぱ
ら大都市に立地するそれや，そこを拠点としたグロー
バル展開に関する研究が先行した5）。そのためインド
地方都市への ICTサービス産業の立地展開や立地企
業の特徴について十分に把握されているとはいえな
い。当該産業の新たな立地展開がインドの大都市以外
の地域を揺動していくメカニズムを見いだすために
も，まずはその実態を捉えておく必要がある。産業内
で展開される地域的な分業が地方都市の経済的な成長
を促し，それが全国レベルでの空間構造の形成に大き
な影響を及ぼすこともあるからである。
　ところで上述した環境変化とそれに対応する企業の
行動のみが，大都市から地方都市への ICTサービス

産業の分散を促すわけではない。ICTサービス産業の
地方立地を促すために，インド中央政府は後述する
STPIを通じて 1990年代より衛星通信施設を地方都市
にも整備していくとともにサービス輸出に対する税の
減免も行ってきた。また中央政府は 2000年代になる
と，税の減免措置と建物等を含む用地などのインフラ
整備とを一体化させた経済特区（SEZ）に関する法律
を整備し，輸出を指向する企業の SEZへの立地を促
す政策を展開しはじめた。ここには製造業だけでなく
ICTサービス産業も対象に含まれ，また SEZの開発
は中央政府だけでなく州政府や民間企業も行うことが
可能である6）。そのため，州政府もまた開発公社など
を通じて ICTサービス企業を対象としたオフィス・
パーク建設やその基盤となる工業団地の造成を行って
いる。加えて，立地企業に対する財政的な措置や労働
規制の緩和などを独自に行う州政府もある。
　こうした中央政府や州政府による企業誘致や産業振
興にかかわる行動もまた，大都市から地方都市への当
該産業の分散を促す要素となる。つまり，地方都市に
立地する ICTサービス企業の特徴や行動を捉えよう
とするならば，中央政府や州政府の産業振興や誘致政
策と関連づけながら検討していく必要がある。
　本研究で取り上げる UK州は，ウッタル・プラデー
シュ州から 2000年 11月に分離し 27番目の州として
新たに設立された（第 1図）。それまで当該地域は経
済的な低開発性と政治的な従属性を特徴としてきた

第１図　ウッタラーカンド州の概略とデヘラードゥーンにおける「IT パーク」および「ビジネス・パーク」の位置
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（岡橋，2011 a,b,c）が，単独州となることで独自の産
業振興策が展開されるようになる。ICTサービス産業
分野に限ってみても，中央政府は情報・通信技術省情
報技術局の傘下の政府機関 STPI（Software Technology 
Parks of India）のセンターを 2001年に暫定州都となっ
たデヘラードゥーンに設立し，衛星通信施設を設置し
て通信インフラの整備を行った。また UK州はヒマー
チャル・プラデーシュ州などとともに交付金割り当て
における優遇や特別な産業政策が適用される「特別カ
テゴリー州」に位置づけられており，中央政府による
「ウッタラーンチャル・ヒマーチャル産業政策」が
2003年より施行された（友澤，2008）。UK州はこれ
を受け同年に「新産業政策 2003（New Industrial 
Policy 2003）」を定める。ここには ICTサービス産業
も産業振興の対象として取り上げられた7）。このよう
に UK州はウッタル・プラデーシュから分離設立され
ることで，中央政府の政策のもとに産業振興に関する
独自の方策を持てるようになった。
　中央政府レベルにおける ICTサービス産業の振興
策に対する検討は，既に Heeks（1996）や澤田（2003）
などによって行われている。しかし，州レベルの検討
はこれからの課題となっている。ここで問うべき課題
は，産業政策に対する州政府の自律性が，どのように
UK州の経済的な成長や発展と結びつくのかというこ
とである。州政府による産業振興政策や産業立地政策
との関係から ICTサービス産業の動向を考察するに
あたって，UK州に着目する意義は，単に非大都市圏
に位置するという点だけでなく，ウッタル・プラデー
シュから分離設立されることで産業政策に対する自律
性を UK州が新たに獲得したという点にもある。
　章構成は次の通りである。まずⅡ章では，インドに
おける ICTサービス輸出を州別に検討するとともに，
STPIセンターの配置からその空間構造を把握する。
Ⅲ章では，ウッタラーカンド州における ICTサービ
ス産業の振興策について検討する。本稿で取り上げる
UK州デヘラードゥーンでも，ICTサービス産業を対
象とした SEZの開発を民間不動産ディベロッパーが
中央政府に申請している。ただし，その開発は進展し
ていないため，本章では州政府による振興策を中心に
取り上げる。Ⅳ章では，現地で行った聞きとり調査に
基づきながら，デヘラードゥーンに立地する ICTサー
ビス企業の特徴について述べ，立地企業がデヘラー
ドゥーンをどのように位置づけているのかを検討し，
上記の課題に迫る。
　なお本稿は，2009年 9月・10月および 2010年 9
月にデヘラードゥーンで行った州政府機関，STPIお

よび ICTサービス企業への聞きとり調査や収集した
資料に基づくものである8）。

Ⅱ． インドにおける ICTサービス輸出の空間構造と
地方都市

１．州・連邦直轄地別にみた ICTサービス輸出の動向
　大集積地であるインド大都市から集積量に乏しい地
方都市へと ICTサービス産業が分散する場合，その
前提となる空間的な構造は南インドと北インド9）とで
は大きく異なっている。各州において ICTサービス
産業の地域的な展開に大きな違いがあるからである。
　こうした点を，まずサービス輸出の分布から確認し
ておく。第 2図はソフトウェア開発およびコールセン
ター業務やバックオフィス業務などの ICTサービス
について，州・連邦直轄地別に 2009年度の輸出額を
示したものである。第 1位はバンガロールを州都とす
るカルナータカ州（161億 US$）であり，インド全体
の輸出額の 29％を占める。第 2位はムンバイおよび
プネーといった集積地を持つマハーラーシュトラ州
（105億 US$）であり，輸出額全体の 19％を占める。
さらにアーンドラ・プラデーシュ州（69億 US$），タ
ミルナードゥ州（64億 US$）と続く。南インドの 3
州で輸出額全体の 53％を占め，南インドからの輸出
が卓越していることを確認できる。こうした輸出額の
大きな州では州都に大規模な集積地が形成されてい
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第２図　 州・連邦直轄地別にみた ICT サービスの輸出額
（2009 年度）
資料：ESC: Statistical Yearbook 2009-10 により作成。
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る。例えば 2000年代中頃のカルナータカ州の場合，
州内でソフトウェア開発を行う事業所の約 95％がバ
ンガロールに立地しており（鍬塚，2006），州内一極
集中という空間構造をとる。そのため南インドの諸州
で地方都市に ICTサービス産業が立地する場合，州内
に形成された既存の空間構造を前提とせざるを得ない
し，分散の受け皿となる地方都市は州内に複数存在する。
　これに対して北インドでは，デリー州，ハリヤーナ
州，ウッタル・プラデーシュ州からの「輸出」が多く，
合計すると輸出額は 81億 US$となる。統計のため州
別に集計されているとはいえ，これら 3州からの輸出
は実質的にデリー首都地域からのものであり，企業や
事業所は地理的に連担し近接するデリー州のオーク
ラ，グルガオン（ハリヤーナ州），ノイダ（ウッタル・
プラデーシュ州）にもっぱら立地する（鍬塚，
2004）。そのため，デリー首都地域からの輸出はマハー
ラーシュトラ州に次ぐインド第 3位の規模を持つと
見なすことができ，これはインド全体の 15％を占め
る。ただし北インドについてデリー首都地域を構成す
る州以外についてみてみると輸出額は小さく，南イン
ド諸州のように州内に大規模な集積地が形成されてい
るわけではない。つまり北インドでは，デリー首都地
域以外の州の産業規模はまだまだ小さい。南インドと
対照的に，北インドではデリー首都地域の卓越した規
模とそれ以外の州の「後進性」を確認できる。このよ
うに北インドという広域的な範囲における，デリー首
都地域への一極集中の空間構造をみてとれる10）。ICT
サービス産業の空間的な分布状況は，南インドと北イ
ンドとで大きく異なる様相を見せる。
　ところで，輸出額の推移をみてみると小規模である
とはいえ近年になって大きく増加している州・連邦直
轄地がある。もちろん上述した大都市を抱える州の輸
出額の大きさは圧倒的である。ただし，リーマンショッ
クの影響もあって 2008-2009年度間にカルナータカ
州やマハーラーシュトラ州では成長の鈍化がみられ，
しかもアーンドラ・プラデーシュ州やタミルナードゥ
州では輸出額が減少する。これに対して小規模である
とはいえ，近年になって大きく輸出額を伸ばしている
州や連邦直轄地がある。南インドではケーララ州やポ
ンディシェリ，西インドではグジャラート州，そして
北インドではウッタラーカンド州がそれにあたる（第
3図）。ICTサービス輸出という点で先進的な州の成
長の鈍化がみられる一方で，規模は小さいものの後進
的な州での急速な成長を確認することができる。その
理由として考えられるのが，費用節減を念頭においた
大都市から地方への ICTサービス産業の分散であり，

それを促進しようとする中央政府，そして誘致しよう
とする州政府などによる取り組みである。

２．STPIによる拠点配置の空間構造
　南インドと北インドとで異なる ICTサービス産業
立地の空間構造は，インド中央政府がインド全体に
STPIのセンターを設立していく過程からもみてとれ
る（第 1表）。実際に，アーンドラ・プラデーシュ州，
カルナータカ州，タミルナードゥ州など大規模な集積
地を抱える南インドの諸州においてセンターの設立が
先行するとともに，州内に複数のセンターが設立され
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資料：ESC: Statistical Yearbook 各年版により作成。
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ている。これに対して北インドでの設立は遅く，しか
も州内に 1拠点しか設立されていない州も多い。
STPIが設立するセンターの分布も，南インドの州と
北インドの州とでは大きく異なる。
　中央政府は，通信・情報技術省の情報技術局のもと
デリーに本庁を置く STPIを 1991年に設立した。こ
の政府機関は ICTサービス輸出に関わる税の減免措
置を管轄するだけでなく，衛星通信施設を整備し通信
サービスを提供したり，インキュベーション・セン
ターを建設し設立されたばかりの企業にオフィス等を
提供したりしてきた。管轄地域についてこうした業務
を担うのが，インド各地に設置された STPIのセンター
である。
　STPIが設立された当初，センターが設置されたの
はアーンドラ・プラデーシュ州，カルナータカ州，ケー
ララ州，ウッタル・プラデーシュ州，オリッサ州のみ
であり，各州に一つのセンターが設立されただけだっ
た。ウッタル・プラデーシュ州のものはデリー首都地
域をもっぱら管轄するものでノイダに設立され，その
他のセンターは各州の州都に設置された。しかしなが

ら，センター数はインドの ICTサービス輸出の拡大
とともに全国に設置されはじめ，2001年に 20拠点，
2010年に 51拠点と増加していく。
　州・連邦直轄地別にセンターの分布をみてみると，
その特徴は大きく二つに分けて整理することができる
（第 4図）。第一は，州内に複数のセンターが配置され
た州内拡散型の州であり，第二は，州内の一つの都市
のみにセンターが配置された州内単一拠点型の州であ
る。前者のセンター配置の過程は次のような特徴を持
つ。まず州都などの大都市に STPIセンターが設置さ
れる。そして，この STPIへの登録事業所数が増加す
るに伴って，州内の地方都市にもセンターが設置され
ていく。例えば，カルナータカ州では州都であるバン
ガロールに 1991年に STPIが設置された後，マイソー
ル，マニパール，そしてマンガロール，フブリといっ
た州内の地方都市にも拠点が設置されていく。大規模
な集積地の形成にまで至っていないケーララ州を除
き，州内拡散型は南インドの諸州によくあてはまる。
　これに対して後者の州内単一拠点型は，州都や人口
規模の大きな都市に最初のセンターが設立される。し
かし STPI登録事業所数は大きく増加していないため，
州内の他の都市に新たなセンターが設立される段階に
は至っていない。もちろん ICTサービス輸出が行わ
れていないアッサム州，シッキム州，マニプル州，ジャ
ルカンド州にも設立されていることからもわかるよう
に，STPIセンターは後進的な州での産業振興を企図
して設立されることもある。その場合，州内に設立さ
れるセンターは 1カ所にとどまる。もし当該産業が成
長したならば，州内の他の地方都市にも拠点が設置さ
れることで，州内単一拠点型から州内拡散型へと変化
していくことも考えられる。とはいえ現状において，
輸出規模が相対的に小さな州における STPIのセン
ターの配置は州内単一拠点型という点に特徴がある。
北インドにおいて，デリー首都地域を管轄するノイダ

第１表　州・連邦直轄地別にみた STPI センターの立地状況

州・連邦直轄地 1991年 2001年 2010年
Andhra Pradesh
Maharashtra
Karnataka
Tamil Nadu
West Bengal
Uttar Pradesh
Orissa
Rajasthan
Jammu & Kashmir
Kerala
Himachal Pradesh
Gujarat
Madhya Pradesh
Punjab
Assam
Bihar
Chhattisgarh
Jharkhand
Manipur
Meghalaya
Pondicherry
Sikkim
Uttarakhand

1
　
1
　
　
1
1
　
　
1
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

2
3
3
2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
　
　
　
　
　
　
　
　
　

6
6
5
5
5
4
2
2
2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

合　　計 5 20 51
注： 各年のセンター数を示した。デリーの本庁を除く。ハリヤーナー

州はノイダ（UP州）もしくはモハリ（パンジャーブ州）のセ
ンターの管轄下にある。またチャンディーガルはモハリの管轄
下にある。

　：表中の空欄はセンターが設立されていないことを示す。
資料： 1991年は Desai (2005)の Table3.1， 2001年は India Stat（www.

indiastat.com），2010 年は STPI の Annual Report 2009-2010
を集計して作成。

（単位：センター）

州内拡散型 州内単一拠点型

州境（管轄地区） STPI センター

1990年代

2000年代

第４図　STPI によるセンター配置の類型
注： STPIセンターの記号の大きさは登録事業所数の大小を示す。
資料：筆者作成。
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の STPIセンターは 1990年代に設立され登録事業所
数も多いものの，その周辺の州におけるセンター設立
は遅く，また州内に一カ所しか配置されていない。こ
のような STPIセンターの配置からみてみても，北イ
ンドと南インドとは異なる空間構造を持つ。
　こうした STPIによるセンターの配置からも，ICT
サービス産業の大集積地である大都市と地方都市との
関係が，北インドと南インドとでは異なっていること
を看取できる。南インドでは，カルナータカ州のバン
ガロール，タミルナードゥ州のチェンナイ，アーンド
ラ・プラデーシュ州のハイデラバードのように，各州
の州都にインドを代表する ICTサービス産業の集積
地が形成されている。もし大都市から地方都市への
ICTサービス産業の分散を与件とするならば，南イン
ドの諸州は州都に形成された大規模な集積地の存在を
前提に，地方都市への当該産業の分散もしくは誘致を
図ることができる。これは州内の地域格差解消を指向
した政策であり，州政府には州内の地域間で調整を
行っていくことが期待される。これに対して北インド
では，ICTサービス産業が大規模に集積するのはデ
リー首都地域のみである。このことは産業振興という
点において，北インドの後進的な州が州外との関係，
特にデリー首都地域との関係を睨みながら企業誘致に
取り組むことを可能とする。北インドの場合，デリー
首都地域一極集中という空間構造のもと，州境を跨い
で立地展開する企業を惹きつけるために，自律的な行
動をとる余地が州政府に生まれるのである。

Ⅲ． ウッタラーカンド州の ICTサービス産業振興と
「ITパーク」開発

１． ウッタラーカンド州における ICTサービス産業
振興策の展開

　2000年にウッタル・プラデーシュから分離設立され
た UK州は，2003年に中央政府の策定した産業振興策
を受け，雇用の新規創出を念頭に同年に「新産業政策
2003（New Industrial Policy 2003）」を定めた。ここで
は中央政府による物品税免除，法人税免除，設備投資
補助金といった財政的な措置を前提に，中央政府の挙
げる 18分野の「推進産業」のなかから開発に注力す
る 12の産業分野を州政府が独自に明示する11）。
　デリーから直線距離で約 200km北東に位置するデ
ヘラードゥーンには，もともと中央政府の研究機関や
教育機関が存在していた。また UK州が設立され暫定
州都となると，2001年に STPIのセンターが設立され
た。州政府はこれを前提に，「新産業政策 2003」にお
いてソフトウェア開発やコールセンター業務といった

サービス分野を一つの産業として捉え，手工芸品や園
芸作物，茶，観光業，バイオテクノロジーなどと並ん
で政策の対象として取り上げた。ただし，そこで州政
府の示した具体的な方策は，「ITパーク」の開発，開
発された「ITパーク」の土地取得にかかわる税の減免，
最高 2Mbpsの転送速度を持つ通信インフラの提供，
そして 24時間操業を想定した女性の三交替勤務を許
容する方針の明示などに限定されていた。ICTサービ
ス産業の成長にとって不可欠な人材の育成については
触れられておらず，この段階での産業振興策はもっぱ
らインフラ整備に主眼を置いたものであった。
　続いて州政府は，2006年に「情報通信技術政策
2006（Information & Communication Technology 
Policy 2006）」を策定し公表する。ここで掲げられた
政策の理念は 3つある。情報通信技術を用い生活水準
を高めること，サービス分野で雇用を創出すること，
社会的・地域的な分断を減少させることである。また
これらの理念を実現するために，この政策は大きく次
の二つを具体的な目的とする。一つは行政機構への情
報通信技術の導入と「Eガバナンス」の推進であり，
もう一つは民間部門による ICT産業への投資の促進
とそれに対する政府の支援である。特に後者の目的に
関しては，中央政府による財政的な優遇措置や「新産
業政策 2003」で明示された方針のもと，ICTサービ
ス産業や投資家を「惹きつける attract」インフラ整備
の推進が改めて謳われており，州外からの産業誘致を
強く意識していることがわかる。加えて「情報通信技
術政策 2006」では，ICTサービス産業に従業する人
材育成やそれを押し進める教育プログラムの推進な
ど，より踏み込んだ内容も示される。ただし，ここで
の人材育成はコンピュータに関する基礎的なリテラ
シーの向上を念頭に置いたものであり，ソフトウェア
技術者の育成といった専門的な段階のものではない。
　ところで，こうした政策を推進する機関としてUK州
は情報技術局（Department of Information Technology）
の傘下に情報技術開発庁 ITDA（Information Technology 
Development Agency）を 2004年に設立した。しかし
ITDAは「Eガバナンス」や人材育成プロジェクトを
推進する機関としての役割が大きい，ICTサービス産
業の振興や企業誘致を積極的に行っているわけではな
い。実際に「ITパーク」の開発は州産業開発公社（以
下，SIDCUL）が行い，衛星通信インフラの提供は
STPIが行うというように，各政策を各々の機関が実
施する体制となっている。そのため「情報通信技術政
策 2006」で示された産業振興や企業誘致を一元的に担
い強力に推進していく機関がUK州には存在していない
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といえる。こうしたこともあって，デヘラードゥーンの
中小の ICTサービス企業を会員とする情報通信技術協会
（Information Technology Association）が，当該産業の
振興を強力に推進することを 2008年に州政府に求め
ている12）。以上のことからもわかるように，中央政府の
政策を活用しながら当該産業の振興を推進する体制を
UK州政府が確立しているとはいえないようである13）。
ICTサービス産業の振興や誘致に関する政策は提示さ
れたものの，ICTサービス産業を惹きつける環境を「制
度的な厚み」をもって創り出す段階には必ずしも至っ
ていないと思われる。

２．デヘラードゥーンにおける「ITパーク」開発
　「情報通信技術政策 2006」の財政的な優遇措置は中
央政府の定めた後進州向けの産業振興策に基づくもの
である。そのため UK州が短期間に，かつ独自に展開
できる取り組みは，どうしても「ITパーク」などの
インフラ整備に限定されがちとなる。ただし州政府に
よるこうした開発は，実際には低調な動きをみせてい
る。政策を強力に推進していく体制が十分に確立され
ていないからである。
　工業用地開発を担当する州産業開発公社（SIDCUL）
を通じて，州政府は 2006年にデヘラードゥーンの中
心部から北東 6kmほどの地点に約 24万ｍ2の敷地面
積をもつ「ITパーク」を造成した（第 1図）。立地を
希望する企業への用地の割り当ては 2006年 6月から
開始され，2010年 9月までに 20社が「ITパーク」
の敷地面積の約 2割にあたる用地を長期のリース契
約で取得した。現地で入手した資料に基づいて用地を
取得した企業の本社所在地をみてみると，11社がデ
リー，5社がノイダもしくはグレータ・ノイダである。
20社中あわせて 16社がデリー首都地域のなかでも
ICTサービス企業が集積する地域（鍬塚，2004）に本
社を置く。また，これらの企業が用地を取得する際に
SIDCULに申請した事業分野をみてみると，ソフト
ウェア開発のみを行う企業は 5社しかない。これに対
してコールセンターやバックオフィスといった業務
（BPO）を申請している企業は，ソフトウェア開発も
併せて申請したものを含めて 14社もある（第 2表）。
　ところで SIDCULが「ITパーク」で提供するのは，
UK州内に SIDCULが開発した他の工業団地と同様
に，道路，電気，水道のみである14）。そのため，用地
を取得した企業は「ITパーク」にオフィス等の建物
を独自に建設する必要がある。こうしたこともあって
STPIは 2006年に「ITパーク」内に小規模なインキュ
ベーション・センターを建設しており，用地を取得し

た企業も入居している。また州政府も「ITパーク」
に大規模なオフィスビルの建設を試みる。そのために
SIDCULは 49％を出資して，バンガロールに本社を
置く民間の建設企業との共同企業体を 2006年に設立
した。第 2表に示したように，企業番号 13が 2007
年に取得した大規模な用地は，これを目的とするもの
であり，同年に建設が開始された15）。こうした「官民
協力（Public Private Partnership）」による開発体制の
採用は「新産業政策 2003」にも明示されており，そ
れに則った開発が進められる。
　このように，「ITパーク」の開発は順調に進んでい
るかのように見える。しかしながら，州政府が「ITパー
ク」で進めるオフィスビルの開発は建設途中であるに
もかかわらず 2007年 7月に資金不足を理由に中断さ
れ16），現在まで再開されていない。こうしたこともあ
り，2007年 2月までに 13社が「ITパーク」の用地
を取得したものの，その後 2009年 2月まで用地を取
得する企業は皆無であった。また，2009年 2月以降
の取得はそれまでよりも小規模な面積にとどまってい
る（第 2表）。しかも「ITパーク」の取得用地にオフィ
スビルを建設し実際に操業していることを確認できた
企業は，2010年 9月時点で 3社しかない。州政府が

第２表　「IT パーク」用地取得企業の概要

企業
番号

本社
所在地

申請
事業分野

用地
取得年

取得面積
（ｍ2）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

Chandigarh
Delhi
Delhi
Delhi
Delhi
Delhi
Delhi
Delhi
Delhi
Delhi

Uttar Pradesh
Uttar Pradesh
Uttarakhand

Delhi
Delhi
－
－

Uttar Pradesh
Uttar Pradesh
Uttar Pradesh

Software
BPO
BPO

Software
Software/BPO
Software/BPO
Software/BPO
Software/BPO
Software/BPO
Software/BPO

BPO
Software/BPO

Others
Software/BPO
Software/BPO

Software
Software
Software

Software/BPO
Software/BPO

2006
2006
2006
2006
2006
2006
2006
2006
2006
2006
2006
2006
2007
2009
2009
2009
2009
2009
2009
2010

1,925 
1,960 
2,614 
1,131 
1,033 
1,336 
1,363 
4,408 
4,423 
5,216 
4,180 
4,217 

16,000 
700 
700 
550 
550 
550 
550 
500 

注： Software には，Software Development, Data Processing, Data 
Conversion, ERP Software, Customized Sofrware and Solution な
どが該当する。

　： BPO には，Medical Transcription, CAD Business, E-accounting, 
Training, Back Office Processing, Domestic & International Call 
Centre, Recuritmentなどが該当する。

　：表中の「－」は不明を示す。
資料：SIDCUL提供の資料により作成。
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優遇措置を講じているとはいえ，「情報通信技術政策
2006」が公表されて 5年が経過した時点において，
UK州政府が開発したデヘラードゥーンの「ITパーク」
への本格的な企業の立地は進んでいない。産業振興や
企業誘致という点において，州政府が政策を主導的に
実行できる体制が不十分な状況を確認できる。
　とはいえ ICTサービス企業の立地がデヘラードゥー
ンで進展しなかったわけではない。州政府による「IT
パーク」の整備が遅延するなかで，デヘラードゥーン
中心部から南西 6kmほどの地点に「Doon Express 
Business Park（以下，ビジネス・パーク）」が 2006年
に設立された（第 1図）。これは，デヘラードゥーン
出身者が 1985年にアメリカ合衆国ミシガン州で創業
した企業の現地法人が建設し運営するものである。こ
の現地法人はデヘラードゥーンに設立され，同社が自
家発電機を完備したオフィスビルを建設し入居企業に
対してフロアをリースする17）。2006年 2月に最初の
建物（総床面積 3.5万平方フィート，2階建）の供用
が開始され，2009年 9月にはその約 5倍の規模の建
物（総床面積 17万平方フィート，5階建）の供用も始
まった。2010年 9月現在，第一期の建物にソフトウェ
ア開発や BPO業務を行う企業あわせて 3社が，第二期
の建物に 1,500人規模のコールセンター 1社が入居し
操業している。特徴的なのは「ビジネス・パーク」を
運営する企業が，入居企業の人事や給与計算などのバッ
クオフィス業務も請け負っているだけでなく，人材派
遣業務も行っていることである。人材派遣業務はデヘ
ラードゥーンだけでなく，グルガオンでも行っている。
　「ITパーク」とは対照的に，民間が運営する「ビジ
ネス・パーク」に入居する企業は立地に際しての初期費
用を節減でき，迅速に事業を開始することができる。こ
のように ICTサービス企業の立地において，建物を含
めたインフラ整備の迅速さとともに，その立地をサポー
トする体制構築の重要性を指摘できる。

Ⅳ． デヘラードゥーンにおける ICTサービス企業の
特徴

１．STPI登録企業の特徴
　UK州からの ICTサービス輸出額は，2006年度 22
万 US$でしかなかった。それが 2007年度 248万
US$，2008年度 457万 US$，さらに 2009年度には大
きく増加し 3,689万 US$となる（第 3図）。UK州の
ICTサービス企業が 2009年度に本格的に操業を始め
たことがわかる。それを担うのが州都デヘラードゥー
ンに立地する ICTサービス企業であり，コールセン
ター業務やバックオフィス業務といった BPO分野の
それである。この点について，まず，財政的な優遇措
置を受けるために STPIに登録した企業・事業所の特
徴から確認しておきたい（第 5図）。
　STPIに登録している事業所数は，2010年 9月現在
UK州に 51事業所ある。現地の STPIより入手した資
料により各企業・事業所が STPIに申請した事業分野
をみてみると，コールセンター業務やバックオフィス
業務，さらにデータ入力や CAD業務などの BPO分
野が全体の約 6割強を占める。これに対して，ソフト
ウェア開発を行うものは約 3割にすぎない。また 51
事業所の所在地をみてみると東部のクマオーン地方は
皆無であり，UK州西部のガルワール地方のみである。
しかもデヘラードゥーンに近いリシュケシュやハルド
ワールのものがあるとはいえ，全体の約 9割がデヘ
ラードゥーンを登録住所とする。このように ICTサー
ビス企業の立地は，UK州のなかでも州都デヘラー
ドゥーンに集中する。
　ただし STPIに登録していても，実際に STPIが管
轄する優遇制度のもとにサービスを輸出しているもの
は 27事業所しかない。設立されたばかりで輸出に
至っていなかったり，事業活動そのものを行っていな
かったりするからである。そこで各事業所が STPIに
よる優遇措置の適用を受けた時期をみてみると，2006
年以降のものが 18事業所あり，特に 2007年に 10事

0 10 20 30 40 50 事業所

STPI 登録
事業所

STPI 優遇措置
適用事業所

OthersSoftware Software
/BPO BPO OthersSoftware Software
/BPO BPO

第５図　ウッタラーカンド州における ICT サービス事業所の事業分野（2010 年）
資料：STPIデヘラードゥーン提供の資料による。
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業所と集中する。2001年に STPIが設立された直後に
操業を始めるというよりも，2006年に州政府が ICT
サービス産業の振興・誘致にかかわる政策を提示した
後に，事業が展開され始めたことがわかる。もちろん
輸出を実際に行っている事業所は BPO分野での事業
展開を STPIに申請したものが多く，27事業所中 19
事業所を占める。Ⅲ章で確認したように，州政府の整
備した「ITパーク」の用地を取得した企業と同様に，
BPO分野で事業展開を図る企業の立地がデヘラー
ドゥーンの ICTサービス産業を特徴づけていること
を STPIの資料からも改めて確認できる。
　ところで，デヘラードゥーンの人件費は主要な大都
市よりも最大 25％程度，不動産にかかる費用は最大
55％低いとされる（NASSCOM-A. T. Kearney，2008）。
デリー首都地域などに拠点を置く企業は，こうした費
用節減の効果という点にデヘラードゥーンで事業を展
開するメリットを見いだす。とはいえ，人材に生産性
を大きく規定される ICTサービス産業にあっては，
現地において「優秀な人材」を十分に獲得できること
が，その前提条件となる。
　この点について，UK州で 2004年度に大学を卒業
した 3万人のうち，工学分野の卒業生は 1千人程度に過
ぎないとされる（NASSCOM-A. T. Kearney，2008）。
しかも情報工学を学んだ学生の多くは，より良い待遇
や経験を求めインフォシスやウィプロなどの大手 ICT
サービス企業に就職し UK州を離れる18）。これに対し

て BPO分野は，ソフトウェア開発と比較すると専門
的な知識や能力を要求されることが少ない。そのため
他の産業の十分な発達をみない UK州において，大学
卒業後に域内に滞留する人材をデヘラードゥーンで
BPO分野の企業が獲得することは，ソフトウェア開
発分野と比較して容易であると考えられる。
　以上のように，相対的に安価な人件費や人材獲得の
容易さなどを要件として，デリー首都地域に拠点を置
く企業はデヘラードゥーンにおいて，BPO分野の事
業を展開しようとしている。こうした点も含め最後に，
デヘラードゥーンに立地する ICTサービス企業の事
業活動の実態を，現地で行った聞きとり調査に基づい
て確認する。

２．立地企業の活動実態とデヘラードゥーンの位置づけ
　成長を模索するデリー首都地域の ICTサービス企
業にとって，デヘラードゥーンは費用節減を立地に
よって実現する場所となっている。
　第 3表は聞きとりを行うことのできたデヘラー
ドゥーンの「ITパーク」もしくは「ビジネス・パーク」
に立地する 10事業所について，それらの活動内容を
整理したものである。「ITパーク」の 7事業所のうち
5事業所は STPIのインキュベーション・センターに
入居するものであり，残りは「ビジネス・パーク」に
入居する。従業員規模をみると，特にソフトウェア開
発を行う事業所の規模は小さい。

第３表　デヘラードゥーンに立地する ICT サービス企業の概要

企業
番号 事業分野 業務内容 設立年 従業

者数 所在地 本社・親会社
所在地 その他

A ソフトウェア 携帯電話のアクセサリー機器向けの組込ソフト開発 2008 3名
（0人）ITパーク デヘラードゥーン STPIのインキュベーション施設に立地，ムン

バイの小規模な企業（15名程度）と連携

B ソフトウェア
製造業を顧客としたソフトウェア
の開発・保守，Eコーマス関連ウェ
ブサイト開発

2008 15名
（2人）ITパーク デヘラードゥーン STPIのインキュベーション施設に立地，州

内の企業およびが国外企業を顧客

C BPO コールセンター業務（アウトバウン
ド），データ入力，ウェブサイト作成 2006 60名

（60%）ITパーク デリー（ノイダ） STPIのインキュベーション施設に立地，マ
ネージャー層はデリーから出向

D BPO 地理情報のデジタル化 2006 250名
（35%）

ビジネス・
パーク

デリー
（ノイダ 1992年設立）

国外の企業を顧客としており，2010年ま
でに従業員数を 300名まで拡大予定

E BPO 通信技術者ヘッドハンティングを目
的とする国際コールセンター業務 2008 19名

（4人）ITパークイギリス（ロンドン）
STPIのインキュベーション施設に立地，オ
ペレータはMBA保持者を採用

F BPO 地理情報のデジタル化，地質デー
タのデジタル化 2008 145名

（18人）ITパークデリー（オークラ 1992年設立）
STPIのインキュベーション施設に立地，IT
パーク内に自社ビルを建設中

G BPO 国内向けコールセンター業務（家
電製品の顧客サポート） 2008 900名

（50%）ITパークデリー（ノイダ 1986年設立）
インド北部をテリトリーとして業務展開，使
用言語は英語，ヒンディー語，パンジャブ語

H BPO 国内向けコールセンター業務（携
帯電話に関する顧客サポート） 2009 100名

（－）
ビジネス・
パーク

デリー
（グルガオン）

従業者数は操業開始直後のもので，2010
年 9月には 1500名まで増加

I その他 ソフトウェア研修サービス，認定
資格取得支援 2007 －

（－） ITパークデリー（1993年設立）
他にゴア，シムラに拠点を持ち，講師は各拠
点を巡回，ITパーク内の自社オフィスに入居

J その他 オフィスパーク運営，BPO，マネー
ジャ層の人材派遣・斡旋業務 2006 300名

（－）
ビジネス・
パーク

アメリカ
（ミシガン州）

人材派遣事業のレポート先はグルガオン，
NRI型の企業

注：従業員数のカッコ内は従業員総数に占める女性の数もしくは割合。
　：聞きとり調査は 2009年 9月・10月に行い，2010年 9月に補足調査を行った。
資料：デヘラードゥーンでの聞きとり調査により作成。
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　例えば企業Ａは，STPIのインキュベーション・セ
ンターで携帯電話のアクセサリ機器に組み込むソフト
ウェアの開発を行っており 2008年に設立された。創
業者の一人はデヘラードゥーン出身であり，それまで
はムンバイでソフトウェア開発にあたっていた。また
従業員 15名の企業 Bは，UK州内の製造業企業を顧
客としてアプリケーション・ソフトウェアの開発や保
守を行うとともに，アメリカ合衆国の企業向けにウェ
ブサイトを開発している。いずれもデヘラードゥーン
で創業した企業である。
　こうしたソフトウェア開発分野の企業に対して，
BPO分野で事業展開を行う事業所は比較的に規模が
大きく，UK州以外の地域に本社を置く企業によって
デヘラードゥーンに設立されたものである。企業 E
はイギリスのロンドンに本社を置き，ノキアやエリク
ソン，アルカテルといった多国籍企業を顧客としてイ
ンド国内および国外在住の技術者への職業紹介（ヘッ
ドハンティング）を行っている。事業所の責任者は西
インドのプネー出身である一方で，実際に電話で職業
紹介を行うオペレータは全員デヘラードゥーン出身者
であり 3年以上の経験を持つMBA保持者だという。
技術者をヘッドハンティングするために，その候補者
に電話をかけ転職を説得する業務を行うためには専門
的な知識が必要とされるからであり，月給は 2万～4
万 Rs.と高額である。同じ人材をデリー首都地域で雇
用する場合は月給 3万～6万 Rs.であり，これと比較
するとデヘラードゥーンに立地するメリットを見いだ
せるという。
　ただし，より規模の大きな事業所は標準化された業
務を行う BPO分野のものである。企業 Dや企業 Fは
地理情報のデジタル化をデヘラードゥーンで行ってい
る。まず企業 Dはデリー（ノイダ）に本社置く企業
が 2006年に設立したもので，GISデータなど地理情
報関連の事業を展開しており，この他に南インドのハ
イデラバードにも拠点を置く。UK州内の工学系大学
などの学位取得者19）を採用し，業務内容に応じて 24
時間 3交替制も取り入れている。従業員の 95％は
UK州出身者で平均年齢は 24～25才である。従業員
250名のうち 35%が女性であるものの，女性の夜間
勤務は行っていない。人件費など操業に関わる費用は，
デリー首都地域よりも 60％程度安いことが，立地上
の最大の魅力であるという。
　同様に地理情報のデジタル化を行う企業 Fもデリー
南部のオークラに本社を置き，インド国内（デリー，
ハイデラバード，チェンナイ，ルディヤーナ，デヘラー
ドゥーン）だけでなく，アメリカ合衆国やドバイにも

拠点を設立している。デヘラードゥーンの事業所では，
アメリカ合衆国から TIF形式のイメージ画像で送ら
れてきた地質データをベクトルデータに変換する作業
を行っている。標準化された単調な業務であるとはい
え，デヘラードゥーンで業務を開始するにあたって，
まずデリーにおいて 20人ほどの規模で業務を立ち上
げ，2ヶ月後にデヘラードゥーンに業務を移管した。
そのため，経験を持つマネージャー層を全てデリーか
ら派遣している。現時点において，デヘラードゥーン
ではプロジェクト管理といった業務の経験を持つ人材
を採用できないからである。これに対して実際に作業
に従事するオペレータについては学位を持つ大卒者を
現地で採用しており，多くはデヘラードゥーン出身者
である。ただし，月給は採用後に能力に応じて昇級が
あるとはいえ企業 Eよりも大幅に低く，初任給は
3,500Rs.でしかない。企業 Dと同様に，企業 Fも 24
時間 3交替で操業している。ただし F社では，「優秀
な人材」の確保に支障がでるため女性の夜間勤務は
行っていない。
　このように，マネージャー層はデリー首都地域の拠
点からデヘラードゥーンに派遣される一方で，オペ
レータは相対的に人件費の安価な地元出身者を雇用し
ている。デヘラードゥーンの ICTサービス産業はデ
リー首都地域の強い影響力の下に成長を始めており，
このような構造が 2009年度から本格的に展開し始め
ているのである。
　こうした特徴は，コールセンター業務を行う事業所
でも確認できる。デリー首都地域のノイダに本社を置
く企業Cは，「ITパーク」のSTPIインキュベーション・
センターに 2006年から入居する従業員 60名の BPO
企業であり，国際コールセンター業務とアナログ文字
情報のデジタル変換の業務を行っている。従業員のう
ち 60％が女性であり他の企業よりもその比率が高い。
前者のコールセンター業務は，商品販売を目的にデヘ
ラードゥーンの事業所からアメリカ合衆国，イギリス，
そしてフィリピンに対して英語での勧誘の電話をかけ
るもので，学位を持つ大学卒業者を採用している。ア
メリカ合衆国を対象とする業務はインド時間の午後 8
時から午前 5時，イギリスの場合はインド時間の午後
3時から午後 12時までの夜間の業務となる。こうし
たこともあって，女性も夜間勤務を行う体制をとって
いる。ただしこの場合，企業が警備員の同乗する車を
借り上げて自宅まで送迎している。採用者の多くはデ
ヘラードゥーン出身者であり，採用後はまず英語のア
クセント・トレーニングを 2～3週間行った後に，業
務プロセスのトレーニングを 2週間行う。これに対し



鍬塚賢太郎：インド地方都市における ICTサービス産業開発と立地企業の特性 ― ウッタラーカンド州都デヘラードゥーンの経験 ―

－ 99 －

てマネージャーには，コールセンター業務をグルガオ
ン，デリー，チャンディーガルで併せて 8～9年経験
した人物が就いている。デヘラードゥーンは，ICTサー
ビス産業自体が立ち上がってきたばかりで，そうした
人材を地元で採用するのは難しいからである。そのた
め「国際コールセンター」の場合，デリー首都地域で
働いたことのある経験者をオペレータとして採用する
場合もあるという。
　ただし，学歴という点では必ずしも大学卒業の学位
を必要としないこともある。特に国内向けのコールセ
ンター業務も行う事業所の場合，「コミュニケーショ
ン能力が有れば良い」という人事担当者もいた。企業
Gや企業 Hは，デヘラードゥーンでインド国内向け
のコールセンター業務も行っている。デリーのグルガ
オンに本社を置き「ビジネス・パーク」に入居する企
業 Hは，インドで爆発的に利用者が増加している携
帯電話の顧客サポート業務を携帯キャリア各社から請
け負っている。2009年 9月に操業を開始した時点で
はオペレータの採用を始めたばかりであったため，そ
の数もわずか 100名程度であった。しかし 2010年 9
月には 1,500人まで拡大した。インド国内向けのコー
ルセンターの場合，オペレータはヒンディー語や簡単
な英語を話すことができれば良く，ここで必要とされ
る学歴は中等教育修了以上である。同様に企業 Gも
デリーの企業が 2008年に設立したコールセンターで
あり国内向けにインド家電メーカーから顧客サポート
業務も請け負っている。当該センターは北インドが担当
地区であるために，ヒンディー語やパンジャーブ語を話
すことのできるオペレータを採用していることもあり，
オペレータは必ずしも学位取得者である必要はないと
いう。
　このように BPO分野のいずれの企業もデヘラー
ドゥーンに立地した理由として，人件費や不動産にか
かわる費用がデリー首都地域と比較して安価なことを
指摘する。ここには州政府による税の優遇措置も含ま
れる。またマネージャー層はデリー首都地域から派遣
されており，デリー首都地域と強く結びついた展開を
確認できる。聞きとりに応じた人事担当者の一部は，
デリー首都地域と比較してデヘラードゥーンの「生活
環境の良さ」を指摘する者もいた。これは地元出身の
オペレータではなく大都市での就業経験を持つマネー
ジャー層の認識であるとはいえ，大都市の外部不経済
が分散立地を推進する一つの理由として働いているこ
とを端的に示すものであろう。もちろんここには，人
件費や不動産にかかわる費用を節減できることにその
基盤があることは言うまでもない。事業の拡大を企図

する ICTサービス産業が，大都市を拠点としながら
も費用節減を図る場所としてデヘラードゥーンを位置
づけ，そこへの立地を通じて成長を遂げようとする構
図を見て取れる。

Ⅴ．おわりに
　本稿では，インド大都市から地方都市へと展開しは
じめた ICTサービス産業について，その立地動向を
明らかにするために，UK州政府による産業振興・誘
致の取り組みとともに州都デヘラードゥーンでの ICT
サービス企業の活動実態の現状を検討してきた。そこ
から見えてきたものは，制度的な自律性を持ったとは
いえ立案した政策を迅速に実行できない州政府の ICT
サービス産業振興や企業誘致への取り組みの鈍さであ
り，デリー首都地域から当該産業が分散する際の受け
皿としての位置づけしか得られていないデヘラー
ドゥーンの実態である。州政府は ICTサービス産業
振興・誘致策について自律性を持つ一方で，産業立地
という点においてはデリー首都地域へ依存している。
こうしたことから現時点では，政治的な自律性が経済
的な従属性を誘発しているようにも見える。以下に本
稿で明らかにしたことをまとめる。
　ウッタル・プラデーシュ州から 2000年に分離し単
独州となったウッタラーカンド州は，「雇用創出」を
主眼とした ICTサービス産業の振興・誘致策を 2006
年に策定した。立地企業に対する税の減免措置ととも
に，中央政府のSTPIによって衛星通信施設やインキュ
ベーション施設が設立されたほか，州都デヘラー
ドゥーンでは州産業開発公社 SIDCULによる「ITパー
ク」の造成が行われた。デリー首都地域を拠点にコー
ルセンターなどを運営する企業を主として 2006年以
降に 20社がこの用地を取得した。ただし，調査時点
で「ITパーク」に自社施設を建設し事業を行ってい
るものは少ない。その一方，アメリカ合衆国ミシガン
州に本社を置く NRI型企業が，デヘラードゥーンの
他地区でオフィスビルを建設し，企業にリースしてい
る。ICTサービス産業の立地における建物を含めたイ
ンフラ整備の必要性を指摘できる。企業誘致にあたり
既存の「教育研究機関」の存在が注目されるものの，
州による人材育成の試みに十分な成果を見いだすこと
はできない。もちろん私立大学で積極的な取り組みが
行われているものの，工学系の人材は大手企業での就
業機会を求め州外に移動することが多いという。この
ような状況下，デヘラードゥーンの ICTサービス企
業を会員とする情報通信技術協会が当該産業振興の更
なる展開を州政府に求めており注目される。
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　デヘラードゥーンにおける ICTサービス企業の特
徴をみてみると，STPIに登録した 51事業所の約 9割
が州都であるデヘラードゥーンを登録住所とし，2006
年以降に操業を開始したものが多い。コールセンター
やバックオフィス業務など BPO分野の事業を行うも
のがほとんどであり，ソフトウェア開発を行うものは
少なく小規模である。デヘラードゥーンに進出した企
業の多くはコールセンターの集積するデリー首都地域
に既に拠点を置く企業であり，国際コールセンターだ
けでなく大規模な国内向けコールセンターも設立され
ている。当該企業はデリー首都地域の拠点からマネー
ジャー層を派遣する一方で，地元出身の大卒者等をオ
ペレータとして採用する。当該都市へ進出した理由と
して，立地に関わる費用がデリー首都地域と比較して
安価なこと，生活環境の良さ，州政府による税の優遇
措置が共通して指摘される。いずれにしても，デリー
首都地域と強く結びついた展開を確認できる。
　ウッタラーカンド州の ICTサービス産業は，ソフ
トウェア開発よりも，コールセンターなど BPO分野
の事業所の設立が，州都デヘラードゥーンでようやく
進み始めた段階である。事業拡大と費用節減を追求す
る企業によって，当該都市がこのままデリー首都地域
の「増設された電話台」としてのみ機能するのか，そ
れとも独自の役割を担う事業拠点として地位を確立し
ていくのか，その推移を注視していく必要がある。

【注】
1）ウッタラーカンド州は人口 1,011.7万人（2011年国勢調査

速報値）である。州都のあるデヘラードゥーン県の人口は

169.9万人で，うち 95.0万人が都市地域（Urban）に居住する。

Census of India, Provisional Population Totals Paper 2 of 2011 

（India & States/UTs）, http://www.censusindia.gov.in/2011-

prov-results/paper2/census2011_paper2.htmlによる。

2）本稿ではデリー首都地域（NCR），ムンバイ，コルカタ，

バンガロール，チェンナイ，ハイデラバードといった ICTサー

ビス産業の集積地であり人口規模の大きな都市を大都市（圏）

とし，州都であってもこれら大都市（圏）以外の位置する都

市を地方都市としている。

3）サービス輸出の類型とその特徴については，国連などによ

る「Manual on Statistics of International Trade in Serve」が詳

しい。 

4）当該産業の成長メカニズムに関して石上（2010）は，イ

ンドの大手 ICTサービス企業が人員増による収益増という

ビジネスモデルを企業体質としていることを指摘している。

ここで問うべき新たな課題は，そのような人員増が，当該企

業のどのような立地によって可能となるのかである。

5）インド大都市に集積する ICTサービス産業に関する研究

ついては，鍬塚（2006）で若干の整理を行った。

6）インドの SEZについては，例えば Dohrmann（2008）が

政策の経緯や申請の仕組みについて簡潔にまとめている。 

石上（2011）も指摘するように SEZの多くは ICTサービス

産業を対象とする。また入居企業だけでなく開発企業に対し

ても税の減免措置がとられることもあり，InfosysやWipro

といった大手 ICTサービス企業も自ら SEZを開発している。

立地する場所の制約が少ない STPIによる政策では，住宅地

内で操業する中小企業も税の減免の対象とされた。これに対

して SEZでは立地する場所に制限があり，STPIのものと性

格が大きく異なる。こうした ICTサービス産業立地に関す

る政策の推移や当該産業に及ぼす影響については，別稿で検

討したい。

7）具体的な振興策が示されている分野は以下の通りである。

1. Handicrafts, 2. Handlooms, 3. Wool Based Industry, 4. Agro 

and Food Processing Industry, 5. Floriculture, 6. Tea Industry, 7. 

Forest Based Industry, 8. Tourism, 9.Information Technology, 10. 

Biotechnology, 11. Industry Based on Herbal and Medicinal 

Plants, 12. Bottling Plants, Wineries Breweries and Mineral Water

8）企業への聞きとり調査は，事前に準備した調査票に基づき

ながら，もっぱら人事担当者（HRマネージャー）を対象に

行った。

9）本稿において両地域を取り上げる含意は，南インドとの比

較を通じた北インドにおける「メガ・リージョン」の内部構

造の解明というところにもある。

10）北インドではデリー首都地域の周辺に位置するチャン

ディーガル，パンジャーブ州，さらにウッタラーカンド州，

ヒマーチャル・プラデーシュ州，さらにジャンムー・カシュ

ミール州からも小規模ながら輸出が行われている。東インド

でもコルカタを最大の集積地とする西ベンガル州（14億

US$）からの輸出が卓越する。ただし，ジャルカンド州やアッ

サム州などの北東地域の諸州からの輸出は行われていない

（第 2図）。情報通信技術で距離を克服することが容易となっ

た ICTサービス産業ではあるものの，インド北東地域は空

白地帯となっている。

11）当該産業分野は注 7）を参照。UK州における製造業を念

頭に置いた産業振興策や工業団地開発については友澤

（2008）が詳しい。

12）現地で行った情報技術協会への聞きとりによる。

13）聞きとりを行った複数の企業において，当該産業振興に

対する州政府の取り組みの鈍さを指摘する声が聞かれた。

14）このことは電力が安定的に供給されることを保証するも

のではない。「ITパーク」にオフィスビルを建設しコールセ

ンター業務を行う企業は自家発電機を設置し停電に備えてい

るし，STPIのインキュベーション・センターでも停電は起
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きている（現地での聞きとり調査による）。

15）バンガロールに本社を置く建設企業は 51％を出資する。

こうした州政府と民間企業とによるオフィスビルの開発は，

バンガロールでも 1990年代中頃には行われている（鍬塚，

2007）。この場合，カルナータカ州政府が開発した産業用地

に，カルナータカ州政府，インド企業，シンガポール政府系

企業が共同でオフィスビルを開発し「ITパーク」を整備す

るとともにシンガポール政府系企業が外資企業の誘致やビル

の管理を行っている。初期費用を低減することで企業の新規

立地を促している。

16）インド中央政府会計検査院報告書“Audit Report (Civil), 

Uttarakhand for the Year 2009-2010” の“Chapter-lll Industrial 

Development Department”111頁の既述による（http://saiindia.

gov. in/english/home/Our_Products/Audit_Report/Government_

Wise/state_audit/recent_reports/Uttarakhand/2010/Civil/Civil.

html）。

17）同社の施設管理マネージャーによると，同社の創業者は

デヘラードゥーン出身の NRIであり，「ビジネス・パーク」

は創業者自身が所有していた土地だという（現地での聞きと

り調査による）。

18）デヘラードゥーンの郊外にある私立大学 Graphic Era 

Universityの就職支援担当者への聞きとりによる。大都市に

拠点を置く企業の人事担当者が，大学に出向き就職のための

面接（Campus Interview）を行うこともある。

19）Bachelor of Computer Applications （BCA），Bachelor of 

Engineering （BE），Bachelor of Technology （B. Tech）といっ

た学位の取得者である。
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Regional Incentives and the Quality of Investments of ICT Service Industries in Indian Non-
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　　 This article has two principal aims. The first is to represent the development policy for ICT service industries of 
the Sate of Uttarakhand, a newly constituted state in Northern India after being separated from Uttar Pradesh in 2000. 
The second aim is to explore in detail the quality of investments and the business operations of ICT service industry in 
Dehradun, the capital city of Uttarakhand. 
　　 Until recently, researches on the service and export-led ICT industry in India have been devoted to metropolitan 
regions where the industry agglomerated such as Bangalore, Hyderabad, Chennai, Mumbai and National Capital 
Region (NCR). However, in order to break up the external diseconomy of the agglomerations and to enhance cost 
advantage under the competitions among emerging countries, ICT industry has begun to explore alternative locations 
and extend its trans-regional networks to non-metropolitan regions within India. Meanwhile, given the reconfiguration 
of spatial distribution of the industry in India, the state governments have launched new industry policies in order to 
attract the ICT industries diffusing from the metropolises and to create job opportunities for educated young people. 
　　 The state government of Uttarakhand launched the ICT policy with fiscal subsidies and a development of 
industrial park in 2006 for attracting and rooting investments from the NCR. Nevertheless the infrastructure is still 
generally poor and slow due to the lack of “institutional thickness” and ambiguous initiatives of the state government. 
On the contrary, the NCR-based BPO companies are making substantial investments in their infrastructure and the 
increase of employee in Dehradun in order to enhance cost-advantage. The growth of low-value added operations 
depends on the ability of young and crude labor pool in the region. It can be reasserted that the industries devoted to 
exploit basically cost differences between the NCR and its peripheral state.


